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ＪＲ西日本では、低温ロウ工法によりレールボンドを取付

けているが、ローカル線を中心にレールボンドの脱落が発生

している。平成２年度にレールボンドの保守は保線区に移管

したため、軌道保守上も多大な労力を要している。当社にお

いては、溶接に伴いレール傷の管理上不利となる、マルテン

サイト組織が発生すること等から本格採用はしてこなかった

が、今回、加熱材の使用等により、施工の簡便さを維持した

ままマルテンサイト組織を発生させない工法に改良し標準化

したので、その内容について紹介する。 
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（50N普通レール、溶接のみ） 

２．銅テルミット溶接工法の改良の概要 

（１）原 理 
 銅テルミット溶接は、テルミット反応を応用した溶接方法

であり、酸化銅（3CuO）とアルミニウム（2Al）の粉末をル
ツボ内で燃焼させ、それによって生じた熱を利用し、銅テル

ミット部を介してボンドとレールを接合するものである。 
（２）施工方法の改良 
 今回、改良した施工手順と従来の施工手順との違いは、加

熱材の使用、および溶接部の加熱の2点である。なお、この
2工程を加えても、サイクルタイムは1口あたり約3分追加
される程度である。 

（50N普通レ 

 

② 接合方法の違

 各種の冷却過程

（表-２）、マルテ
条件として、溶接

分を実施すること

３．改良した銅テルミット溶接の試験 

 従来の工法では、溶接に伴う焼き入れ・焼き戻しによりマ

ルテンサイト組織が発生していたが、加熱材と溶接後の加熱

（後熱による保温）により冷却方法を改良し、マルテンサイ

ト組織を発生させない工法に改良した。また、ピーニングは

施工に伴う騒音苦情などが予想されるため、その省略可能性

についても検討した。 

表-２ 接合
レール

種別 溶 接 

○ 
○ 
○ 普通 

○ 
○ HH340 
○ 

（１）温度管理について 
① 温度管理の改良 
レール腹部と銅端子に熱電対をセットし、レール内部及

び銅端子内部の温度変化を測定した（図-1,2）。その結果、
レール種別によらず溶接に加え、加熱材の使用および簡易

バーナーによる加熱1.5分を実施することにより、冷却過
程を大幅に改善でき、変態曲線においてもマルテンサイト

組織の発生防止上有効であることを確認した。 

（２）ピーニングの

 ピーニングの効

を実施した。その

よび溶接部加熱に

が確認された。 
表-１ 測定開始から銅端子温度の低下程度 

レール種別 溶接条件 銅端子の温度低下 

50N 溶接のみ 溶接開始から約120秒で
100℃まで低下 

40N 
50N 
60K 

普通 
ﾚｰﾙ 溶接＋加熱材
＋加熱(90秒) 

溶接開始から約300秒で
200℃まで低下 
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 図-2 温度変化確認試験結果 

ール、溶接＋加熱材＋簡易バーナー1.5分） 

いによるミクロ調査 
を設定し、ミクロ組織を観察した結果

ンサイト組織を発生させないための接合

に加えて、加熱材および溶接部加熱 1.5
とした。 
方法の違いによるミクロ組織観察 
接合方法 
加熱材 溶接部 

加熱 
ピーニ 
ング 

母材組織 

  ○ マルテンサイト 
○   マルテンサイト 
○ 1分  ベイナイト 
 2分  マルテンサイト 
  ○ マルテンサイト 
○ 1分  ベイナイト 
評価 
果を評価するため、残留応力測定（図-3）
結果、表-３に示すように、ピーニングお
より、残留応力が大きく改善されること

 
 
 
 

図-3 残留応力測定位置 
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図-3 残留応力測定位置  
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図-1 温度変化確認試験結果 
 



表―3 残留応力測定の追加試験 ② 外 観 検 査 レールボンド接合箇所の外観異常やボ

ンド線の脱落等も全く認められなかった。 接合方法 
レール 

溶 接 加熱材 溶接部 
加熱 

ピーニ 
ング 

レール45°方向 
の最大残留応力 

○    321MPa ④ 
○   ○ 264MPa ① 
○ ○ ○  288MPa ④ 

HH340 
50N 

○ ○ ○ ○  59MPa ③ 

③ 超音波探傷検査 サンプリングで 20本分のレールボンド
接合箇所について、超音波厚さ計による検査を実施したが、

母材、接合部に異常は認められなかった。また、レール探

傷車においても、銅テルミット溶接部を人工欠陥として検

知する事例は現在のところ認められていない。 （３）溶接部の接合状態確認方法 
① 超音波探傷試験  
現場における銅テルミット溶接の仕上がり状態の確認

方法として、以下の超音波探傷を試行し、検査精度や検査

の容易さを考慮し、超音波厚さ計を用いた反射法を採用す

ることとした。 

５．標準化 

 室内試験および試験敷設において異常が見られなかったこ

とや、現場の要望が強いことを受け、平成17年12月に本工
法を標準化した。対象のレールは 40 Ｎ以上、ＨＨレールも
可とし、分岐器部以外のほとんどの箇所で施工可能とした。 (a) 頭頂部１探法 

 レール溶接部の検査に適用されている１探法により探

傷を行った。測定値は頭頂面から探触子をやや斜めにし

て溶接部を狙って検出した最大値とした。その結果、ピ

ーニングをした試験片には、いずれも腹部で１級以上を

検出することが確認された。これにより、頭頂部からの

１探法では、欠陥の識別が困難と判断した。 

本工法の基本性能については、室内試験や試験敷設を通じ

て十分に確認を行っており安全性に問題はないと考えている

が、雨などの現地施工条件や、既存のレールボンドによるは

んだ脆性によるレール折損事故防止を考慮し、以下により万

全を期すこととした。 
（１）資格の扱い 

(b) 超音波厚さ計を用いた反射法   本工法の施工は簡便で、教育を受ければ専門知識がなくて

も容易に施工できる。しかし、既存の低温ロウに対する注意

や温度管理の重要さ等から、レール溶接に準じた施工管理が

求められる側面も有している。これらに起因する施工不良は

レール破端という重大事故に直結するため、銅テルミット溶

接作業責任者および銅テルミット溶接作業者は、レール溶接

作業責任者等の資格を有し、必要な教育を受けた者とした。 

図-4 に示す超音波厚さ計を用いた探傷方法による探
傷を検討した結果、超音波厚さ計で溶接部から探傷する

方法と溶接部の反対側腹部から探傷する方法で、レール

腹部厚さと測定結果を比較することにより、レール母材

や溶接境界に不具合がないことを確認できることを確認

した。 
（２）レールボンドの取り付け位置 

探触子 

ﾚｰﾙ母材 
溶接

 

  既存の低温ロウの箇所で銅テルミット溶接を施工すると、

はんだ脆性によるレール折損の原因となる。このため、既設

の低温ロウ箇所と新設の銅テルミット箇所との間隔および銅

テルミット箇所同士の間隔は、70mm 以上離すこととした。
また、銅テルミット溶接工法によるレールボンドの取付け本

数は２本とし、既設の場合は低温ロウのレールボンドを２本

とも撤去することとした。 

 

 

 

 

図-4 超音波厚さ計を用いた反射法 

 

４．試験敷設 （３）仕上り状態の確認 
（１）施工概要  銅テルミット溶接部の検査は、施工全数について超音波厚

さ計による仕上り状態を確認することとした。判定基準は次

のいずれかの条件を満たした場合、接合状態は良とした。 

  室内試験の結果を受け、以下により、レールボンドの脱

落の多い箇所に試験敷設を行った。なお、試験敷設に当た

っては、電気抵抗を考慮し、既存のレールボンドを挟み込

むように内外軌１本ずつの施工とした。 
 ① 溶接部から探傷して、20以上の表示があること 
 ② 溶接部反対側のレール腹部から探傷を行い、レール腹

部以上の厚さ表示があること ① 試験敷設区間 呉線 
② 施 工 時 期 平成16年3月1日～18日  
③ 施 工 数 量 380本（銅テルミット接合は760箇所） ６．おわりに 
④ 仕上がり状態 接合部の状況とその近傍のレール腹

部について、目視で検査をした結果、異常はなかった。

また、接合部を厚さ計により探傷した結果、全箇所とレ

ール母材等に異常は見られなかった。 

今後は、保守困難箇所から順次施策的に施工することによ

り、レールボンドの脱落による保守量を減少させ、現場の負

担も軽減させることが可能であると考えている。今後の課題

として、銅テルミット溶接については、ピーニングの省力化

や省略に向けた更なる検討が必要と考える。また、更に低廉

かつ簡便で長持ちする工法について諸外国の実績も含め更な

る検討が必要と考えている。 

（２）追跡調査結果 
① 調 査 時 期 平成16年5月28日、9月14日、平成

17年3月18日、平成18年3月6日の計4回実施した。 
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